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１．は じ め に

1.1.調査の目的

日本の基幹産業が自動車製造業であるこ

と，さらに日本が自動車の輸出大国であり，

日本経済が自動車輸出に支えられていること

は広く知られている。しかしながら，日本が

中古車や自動車中古部品の輸出大国であるこ

とは，それほど知られていないと思われる。

「日本の自動車産業」と言った場合，それは

大抵「新車」を対象としており，「中古車」は

後景に退けられている印象がある。確かに，

その経済規模では，両者の間には大きな違い

がある。一方で，自動車製造業が「動脈」だ

とすれば，中古車産業は「静脈」であると位

置づけることができ（外川，1998），両者は決

して切り離して考えることはできない。にも

かかわらず，この「静脈」たる中古車産業に

関する研究蓄積はあまりなく，昨今の「エコ

（ロジー）」ブーム，もしくは自動車「リサイ

クル」制度の制定を契機に，徐々に研究が蓄

積され始めた分野であると言えよう。

中でも本稿が取り上げる中古車輸出，もし

くは再輸出というテーマは，ごく限られた専

門家や現場の当事者のみが注目してきた分野

である。日本は世界有数の「中古車輸出大国」

と言えるが，そのシステムについてはまだま

だ明らかにされていないことが多い。そこで

筆者らは今まで注目されることの少なかった

中古車輸出システム，中でも日本を起点とす

る再輸出システムを明らかにするため，中古

車の中継貿易拠点であるアラブ首長国連邦

（以下，UAE），および輸出先であるケニア・

パキスタンの３カ国で海外現地調査を実施

し，データを収集した。

今回の海外調査は，２つの関心から成る。

１つは，自動車産業の「静脈」部分としての

中古車や中古車部品に注目するアプローチで

ある。言い換えれば，中古車という「商品」，

つまり「モノ」の流れに焦点を当てた，環境

経済学的アプローチと位置づけられる。もう

１つは，中古車輸出に携わるアクターに注目

するアプローチである。言い換えれば，中古

車貿易業に参入した移民企業家のネットワー
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ク形成，つまり「ヒト」のつながりに焦点を

当てた，社会学的アプローチと位置付けられ

る。

第１の環境経済学的アプローチでは，中古

車や中古部品の潜在的廃棄物としての側面に

着目する。それらがどのように流通し，最終

的にどこでどのように廃棄されるのか，とい

う実態解明がまずは重要になる。日本国内で

は廃棄物処理法や2005年に施行された自動

車リサイクル法などによって，廃棄やリサイ

クルプロセスにおける排出者あるいは生産者

の責任が制度化されている。しかしながら，

それらが国境を越えると，廃棄やリサイクル

のプロセスで不適切な処理やリサイクルが行

われる可能性がある。例えば再生資源市況が

高騰している時には廃車の不法投棄は起こら

ないが，市況が低迷すると廃車の不法投棄が

発生しやすい状況が生まれる。そのためには，

国境を越えたリユースやリサイクルについ

て，関係する日本国内の制度や輸出先国の制

度をどうすべきなのか，あるいは国際的な協

力関係をどのように形成していくのか，とい

うテーマ設定を行うことができる。そして，

このテーマに対して様々な手法で研究が進め

られている 。

第２の社会学的アプローチは，国際社会学

もしくは移民研究と接合する視角である。近

年，日本でも移民の主体的経済活動に関する

研究，いわゆるエスニック・ビジネス研究が

進んでいる。本稿では，中古車貿易業をニッ

チとするパキスタン人移民企業家を中心に取

り上げている。この事例の特徴は，親族や友

人関係といった移民ネットワークを媒介とし

たトランスナショナルな事業展開にある。特

に，パキスタン人企業家を中心とした中古車

貿易の展開とトランスナショナルな拠点形成

メカニズムの解明を目指している。

今回の調査のテーマは，環境経済学的アプ

ローチ，社会学的アプローチのいずれにとっ

ても「再輸出」というシステムの解明である。

日本からは後述のように，多くの中古車や中

古部品が輸出されているが，いくつかの国・

地域向けの中古車・中古部品に関してはさら

に第三国に再輸出されていることが知られて

いる。中古車に関して，その代表的な国が

UAEである。多くの日本発の中古車が，中継

貿易拠点としてのUAEを経由し，アフリカ，

アラブ諸国，中央アジア諸国などに再輸出さ

れている。本稿では再輸出先のうち，ケニア，

パキスタン向けを扱っている。両国には日本

からも一定台数が輸出されているので，UAE

経由の再輸出を図示するならば，図１のよう

になる。

UAEが中継貿易拠点となった経緯および

パキスタン人企業家がその中で果たした役割

については，福田（2006，2007）等，いくつ

かの文献で明らかにされている。しかしなが

ら，直接ケニアやパキスタンに輸出される中

古車がある中で，依然としてUAEが中継貿

易拠点として機能している理由が明確になっ

ているとはいえない。また，そのために必要

な基礎情報といえる再輸出ビジネスの規模や

再輸出先の変化等の情報についても十分整理

されているとはいえない。今回，これら全て

を把握することは困難であると認識しつつ，

この点を意識して調査を行った。

加えて，今回の調査で重要な点は，中古車
これについては，寺西俊一編（2007）が，まとまっ

た成果を残している。
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貿易市場の興隆とそれに続くリーマン・

ショック以降の大不況下における市場収縮と

いった動向についてである。筆者らはそれぞ

れ2005年にUAEとパキスタン（福田），2008

年にUAE（浅妻・阿部）で調査を行っている。

今回の2010年調査は，各調査地点における定

点観測という意味も持つ。調査データから，

不況下における中古車貿易市場の動向を捉え

ると同時に，エスニック・ビジネスの生き残

り戦略について考察を加えたい。

1.2.調査日程・調査場所

2010年の調査日程は表１の通りである。調

査場所は図２～図４の通りである。各国地図

の●で示した都市が調査地点である。

２．ドバイを経由した中古車流通量

2.1.これまでの研究

日本はこれまで多くの中古車を海外に輸出

してきた。中古車の輸出先やその台数は多様

な要因で変化しうる。外川・浅妻・阿部（2010）

で指摘されるような輸出先の規制の状況はも

ちろん，輸出先の自動車市場の動向や為替

レートなどがあげられる。これに加えて，再

輸出目的で日本から中古車が輸出されている

場合がある。したがって，中古車の流通量を

考える際，再輸出先の規制の状況等にも注意

が必要である。

阿部（2010a）（2010b）では，「中継貿易拠

点」をキーワードに，日本からの中古車の再

輸出量を複数の国を対象にして考察している

が，その中の一つにUAEが含まれている。

UAEは浅妻・阿部（2009）で実態調査を紹介

しているが，中古車の再輸出先として様々な

国があるという結果にとどまり，どの国への

再輸出が多いかについては十分に把握できて

いなかった。また，福田（2009）では，2005

年時点の再輸出先の調査結果を公表している

が，右ハンドル中心のDUCAMZ内のみのサ

日本を起点とする中古車再輸出システムに関する実態調査

図1 中古車の再輸出システム
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図2 アラブ首長国連邦（UAE）概略図

表1 調査日程表

日 程 都市等 内 容 調査内容の詳細

２月14日 羽田発
移動

２月15日 カラチ着

２月16日 カラチ，３日間 調査
中古車業者へのアポイント，資料収集，カラチ市内およ
び中古車市場視察（写真撮影）

２月19日 カラチ発
移動

２月19日 ドバイ着

２月20日 ドバイ，シャルジャ，５日間 調査

JETROドバイ訪問，現地統計の収集，DUCAMZ（中古
車市場）調査，業界団体（中古車ディーラー協会）ヒア
リング，インダストリアル・エリア（中古部品市場）調
査，アブシャガラ（中古車市場）調査（一部日程で浅妻
合流・離脱）

２月25日 ドバイ発
移動

２月25日 ナイロビ経由，モンバサ着

２月26日 モンバサ，６日間 調査
中古車業者・部品業者へのヒアリング，資料収集，モン
バサ市内および中古車市場視察（写真撮影）

３月５日 モンバサ発
移動

３月５日 ナイロビ着

３月５日 ナイロビ 調査
JETROナイロビ訪問，中古車業者へのヒアリング，ナイ
ロビ市内および中古車市場視察（写真撮影）

３月６日 ナイロビ発
移動

３月７日 ドバイ経由，カラチ着

３月８日 カラチ，５日間 調査
JETROカラチ訪問，業界団体ヒアリング（電話），中古
車業者へのヒアリング，資料収集

３月13日 カラチ発
移動

３月14日 羽田着
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ンプル調査であり，調査時期や，その後の輸

出相手国における規制の変化の可能性を考え

ると，これのみでは不十分で，公開されてい

るデータを利用して経年変化も見ながら整理

する必要性を感じた。

公開されているデータを利用したものでは

阿部（2010b）があり，Dubai World が提供

するDubai External Trade Statistics（以

下，DETSとする）を用いて，UAE（ドバイ）

からの輸出量を分析している。この結果から

は，UAE（ドバイ）ではイランやイラク向け

の（再）輸出台数が目立って多いことがわかっ

ている。ただし，データは2006年，2007年の

ものに限られる。

ここでは，財務省貿易統計やDETSを利用

して，経年変化にも目配りしつつUAEの中

古車中継貿易に関する統計を整理する。

2.2.貿易統計によるUAE向け輸出

まず，日本からUAE向けの中古車に関す

る統計を紹介する。

図５は，日本からUAE向けの中古車輸出

台数の推移を示したものである。バス・乗用

車・トラックのカテゴリーに分けたが，常に

乗用車の輸出台数がもっとも多い。全体の台

数は2004年以降，長期的には減少していると

いえるが，トラックは2006年をピークとして

減少傾向にある。全体の輸出台数は，近年で

は10万台を割り込んでおり，2010年につい

ても，11月末時点の状況から同様の結果が予

想される。

日本から世界全体に向けた中古車輸出量

は，ロシア向け輸出の大幅な増加もあり，2008

年には130万台を超えていた（図６）。その後，

Dubai Worldとは，ドバイ政府を株主とする政府

系の持ち株会社である。傘下には港湾管理会社，

造船会社，都市開発会社などを含む。（Dubai
 

Worldホームページより）

図4 ケニア概略図図3 パキスタン概略図
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世界的な景気後退やロシアの中古車輸入規制

強化で輸出量が大幅に減少した結果，2009年

（約70万台）や2010年（11月末で約80万

台）は輸出台数が大きく落ち込んでいる（竹

内・浅妻，2009）。UAE向けの輸出は，この

時期の減少が相対的に軽微にとどまったた

め，2009年には中古車仕向先の第１位となっ

ている。

図6 主要５カ国向け中古車輸出台数の推移

出所：財務省貿易統計

注：2010年は11月までの確報値である。

図5 日本からUAE向けの中古車輸出台数の推移（バス・乗用車・トラック別)

出所：財務省貿易統計

注：2010年は11月までの確報値である。
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UAE向け中古車の特徴として，浅妻・阿部

（2009）でも指摘されているように，全体に

占めるトラックの割合が高いことと輸出単価

の低さがあげられる。ここではその後の状況

を確認する。表２は，カテゴリー別に，世界

全体の中古車輸出台数・単価と，UAEのそれ

とを比較したものである。UAE向けは，ト

ラックの台数が全体の35％と非常に高く

なっており，状況は変わっていない。単価に

ついても，乗用車については，全世界向けの

４割程度にとどまっている。いずれも，その

理由を説明するだけの材料は揃っていない

が，後者については，後述するように，UAE

が，アフリカや中央アジアの低所得国に向け

た中古車の中継貿易拠点であることと関係が

あると推測される。UAE向けに限らず，仕向

先によって中古車の平均価格が大きく異なる

のは頻繁に見られる現象であり，このことに

ついては様々な手法を用いて検証していく必

要があろう。

2.3.UAE・ドバイの中古車コード

貿易関係の統計資料から中古車の輸出入量

を把握するためには，中古車と特定する事が

可能な貿易コードを有している必要がある。

浅妻（2008）にしたがって，これを「中古車

コード」と呼ぼう。また，浅妻（2008）では，

World Tariff を利用して，126カ国を対象と

してこのことを調査し，結果として，例えば

乗用車については71カ国で中古車コードが

存在することを明らかにしている。

World Tariffからは，UAEでは，乗用車

について，新車と新車以外のコードが分かれ

ていることがわかる。例えば，1500ccを超え，

3000ccを超えない乗用車（ガソリン車）につ

いては，［8703.23.11］の コード を New
 

modelsとし，［8703.23.12］のコードをOne
 

year old modelsとしている。中古車は新車

でないものと考えられるので，このクラスで

は，［8703.23.12］が中古車に類する自動車の

コードであると推測できる。他のクラスの乗

用車（ガソリン車）についても，この下一桁

が［２］で終わっているものが，One year old
 

modelsとされているので，中古車の流通量を

把握するためには，この下一桁が［２］で終

わっているものを集計すればよい。

ところが，UAEについては，この８桁の

表2 中古車輸出台数等の世界とUAEの比較（2010年)

世 界 UAE

台 数 台 数
台あたり単価

(千円）

台あたり単価

(千円）全体に占める

割合

全体に占める

割合

バス 7,843 1.0％ 949.3 1,512 1.9％ 705.0

乗用車 619,487 80.3％ 516.9 50,981 62.8％ 206.7

トラック 144,168 18.7％ 596.5 28,707 35.4％ 481.6

合 計 771,498 100.0％ 536.2 81,200 100.0％ 313.2

出所：財務省貿易統計

注：2010年11月までの確報値を利用した比較である。

FedEx Trade Networks社が提供している世界

の関税率情報データベース
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コード別に輸出入台数を扱ったデータが筆者

の知る限りでは存在しない 。そこで，阿部

（2010b）と同様，UAEの一部（ドバイ）に

限られるが，DETSのデータを利用すること

とした。DETSの各コードの説明はやや複雑

で，上記の［87032311］については，“Private
 

vehicles（中略）exceeding 1,500 cc but not
 

exceeding 3,000 cc,model of the year clear-

ing or subsequent of the year.”とされ，

［87032312］については，“Private vehicles

（中略）exceeding 1,500 cc but not exceed-

ing 3,000 cc, model of the first year of

 

before clearing.”とされている（下線は筆者

による）。すなわち，UAEとドバイの中古車

コード が 全 く 同 じ で あ る と す れ ば，

［87032312］“model of the first year of
 

before clearing”が新車以外（中古車に類す

る乗用車）を意味するものと考えられる 。

この点を断った上で，乗用車（ガソリン車）

を対象として，DETSにおける下一桁が［２］

のものをドバイにおける「中古車コード」と

みなしてデータを抽出し，中古車の輸出入量

を把握してみたい。表３は，DETSの中古車

世界各国を扱う貿易統計資料（グローバルトレー

ドアトラス）のUAE版では，６桁の区分しかな

い。

表3 ドバイにおける中古車コード一覧

コード コードの内容

87032112
Private vehicles,with spark-ignition internal combustion reciprocating piston engine,of a

 
cylinder capacity not exceeding 1,000 cc,model of the first year of before clearing.

87032132

Four wheels drive vehicles, with spark-ignition internal combustion reciprocating piston
 

engine, of a cylinder capacity not exceeding 1,000 cc, model of the first year of before
 

clearing.

87032212

Private vehicles,with spark-ignition internal combustion reciprocating piston engine,of a
 

cylinder capacity exceeding 1,000 cc but not exceeding 1,500 cc,model of the first year of
 

before clearing.

87032232

Four wheels drive vehicles, with spark-ignition internal combustion reciprocating piston
 

engine,of a cylinder capacity exceeding 1,000 cc but not exceeding 1,500 cc,model of the first
 

year of before clearing.

87032312

Private vehicles,with spark-ignition internal combustion reciprocating piston engine,of a
 

cylinder capacity exceeding 1,500 cc but not exceeding 3,000 cc,model of the first year of
 

before clearing.

87032332

Four wheels drive vehicles, with spark-ignition internal combustion reciprocating piston
 

engine,of a cylinder capacity exceeding 1,500 cc but not exceeding 3,000 cc,model of the first
 

year of before clearing.

87032412
Private vehicles,with spark-ignition internal combustion reciprocating piston engine,of a

 
cylinder capacity exceeding 3,000 cc,model of the first year of before clearing.

87032432
Four wheels drive vehicles, with spark-ignition internal combustion reciprocating piston

 
engine,of a cylinder capacity exceeding 3,000 cc,model of the first year of before clearing.

出所：DETS

World Tariffと DETSを比較すると，UAEにあ

り，ドバイにはないコードがあることがわかる。

障がい者用の自動車，モーターホームなどである。

ただし，両方にあるコードのそれぞれの内容は，

おおむね一致している。
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コード一覧である。

この中古車コードで興味深いのは，排気量

のみならず，駆動輪数でコードを分けている

ことである。また，表３には自動車のうち，

乗用車（ガソリン車）しか掲載していないが，

それは他のカテゴリーには中古車コードが存

在しないためである。

2.4.Direct Trade Zoneと Free Trade Zone

における輸出入量

DETSは大きくDirect Trade Zoneと，

Free Trade Zoneの統計に分かれている。こ

の両者の大きな違いは，Direct Tradeでは輸

入関税がかかり，Free Tradeでは関税は免

除されるということである。また現地法人の

設立要件がFree Trade Zoneでは緩和され

ているなど，貿易部門の振興をはかるドバイ

政府にとって重要な政策となっている（福田，

2009；浅妻・阿部，2009）。

表４は2007年のDirect  Tradeと Free
 

Tradeにおける乗用車（ガソリン車）流通台

数を見たものである 。

新車については，Direct Tradeでの輸出入

台数の差が大きいことから，国内での使用を

目的としての輸入が中心であることが想定さ

れる。また，輸出入とも，Direct Tradeが多

くを占めている 。

一方，中古車については，輸出入いずれも

Direct Tradeと Free Tradeの差が新車ほ

ど大きくないことがわかる。また，輸出入台

数の差については，Free Tradeで約25,000

台の差があることが目立つものの，新車にお

けるDirect Tradeのような大きな差ではな

く，再輸出目的で輸入されている傾向が強い

と考えられる。さらに，Direct Tradeについ

ては，輸出台数が輸入台数を上回っているこ

とも注目される。Direct Tradeが再輸出の

み，ということであれば，輸入→輸出に要す

る時間を無視すれば，これは発生しえない状

況である。しかし，Direct Tradeについて，

再輸出目的ではない流通，つまり国内で利用

された後，輸出される中古車が一定存在して

いれば，輸出台数が輸入台数を上回る状況が

発生する可能性がある。

次に，中古車の輸出入量の推移を見てみる

（図７，図８）。これによれば，Direct Trade

での輸出入が常に一定割合あり，特に輸入に

ついては2007年まで増加傾向にあったこと

リーマン・ショック以前のものであるが，筆者ら

の手元にある最新データとして2007年版を利用

した。

表4 ドバイにおける新車（New）と中古車（Used）の輸出入台

数の比較（2007年)

Import  Export
 

New 213,571 New 20,164Direct
 

Trade  Used 84,397 Used 92,347

New 29,673 New 8,899Free
 

Trade  Used 81,276 Used 56,640

出所：DETS

筆者らの知る限り，ドバイには新車メーカーが存

在していないので，新車の輸出は再輸出である可

能性が大きいと考えられる。
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がわかる。また，単価はDirect Tradeが Free
 

Tradeを大きく上回っている。流通量全体の

推移については，増減の傾向は明確ではなく，

特に輸出についてはほぼ一定の規模で推移し

ており，後述の国別輸出台数の変化が激しい

ことと対照的である。

2.5.中古車輸入元と輸出先

DETSでは，Direct Tradeと Free Trade

のそれぞれで輸入元と輸出先を把握すること

ができる。

表５は，2007年における輸入元の台数上位

国をFree Trade, Direct Tradeそれぞれで

並べたものである。いずれの形態でも，日本，

ドイツ，アメリカが上位に並んでいる。また，

その台数も上位国に集中していることもわか

る。

表６は2007年における輸出先の台数上位

図8 ドバイにおける中古車輸出台数・単価の推移

出所・注：図７に同じ

図7 ドバイにおける中古車輸入台数・単価の推移

出所：DETS

注1：1ディルハム（UAEの通貨）が約22.3円である（2011年１月）。

注2：凡例のDはDirect Tradeを，FはFree Tradeを意味する。
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国をFree Trade，Direct Tradeそれぞれで

並べたものである。両方の貿易形態で輸出台

数が10位以内に入っている国はイラク，タジ

キスタン，トルクメニスタンのみで，その他

は貿易形態により，相当順位が異なっている。

ここでは，貿易形態によって上位に位置する

国が異なるケースが多い理由の一つとして，

輸出先のエリアに注目したい。湊（2008）に

よれば，右ハンドルの国はイギリスの影響を

受けた国が多い。表６のFree Tradeでは比

較的上位にこれらの国が並んでいる。アフリ

カの東海岸の国々である。一方，Direct
 

Tradeはアフリカにも一定の台数が輸出さ

れてはいるものの，東海岸の国については，

Free Tradeほど，上位の国としては目立た

ない。Free Tradeの輸入元が右ハンドル国

である日本が９割近くを占める一方で，

Direct Tradeでは，日本の割合は６割程度に

とどまっていることと関係していると考えら

れる。

次に，輸出台数の経年変化を見てみる。図

９，図10で，2007年の輸出先の上位６カ国に

ついて，貿易形態毎に2003年以降の推移を示

した。各国向け輸出台数の変動が激しいこと

がわかる。2007年に上位国であっても，年に

よっては全く実績がないケースもある。この

理由として，浅妻・阿部（2009）で述べられ

ているような，戦争・紛争や経済制裁などの

社会情勢の変化も考えられるだろう。図８か

らは輸出台数全体が大きく変動しているとは

いえないので，ドバイでは，各国の社会情勢

の変化に対応して，様々な国に輸出をシフト

させていると考えられる。

なお，いずれの貿易形態にしろ，日本から

の中古車が左ハンドルの国に輸出される場

合，次のケースが考えられる。①日本から左

ハンドルの中古車を輸入し再輸出，②浅妻・

阿部（2009）で紹介されるようなハンドル付

け替えによる輸出，③右ハンドルのまま輸出

（現地でそのまま使われるか，ハンドルを付

表5 ドバイにおける中古車輸入元の台数上位国（2007年)

Free Trade  Direct Trade

国 名 台 数 割 合 国 名 台 数 割 合

JAPAN 72,085 88.7％ JAPAN 48,580 57.6％

GERMANY 4,065 5.0％ USA 20,409 24.2％

USA 3,212 4.0％ GERMANY 10,613 12.6％

SOUTH AFRICA 643 0.8％ SOUTH KOREA 3,045 3.6％

SINGAPORE 420 0.5％ UK（UNITED KINGDOM） 376 0.4％

CANADA 240 0.3％ AUSTRALIA 311 0.4％

TAIWAN 217 0.3％ CHINA 282 0.3％

UK（UNITED KINGDOM） 124 0.2％ CANADA 164 0.2％

THAILAND 53 0.1％ SPAIN 134 0.2％

MALAYSIA 51 0.1％ NETHERLANDS 91 0.1％

OTHERS 166 0.2％ OTHERS 392 0.5％

TOTAL 81,276 100.0％ TOTAL 84,397 100.0％

出所：DETS

注：網掛けは右ハンドルの国を示す
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け替えるか，さらに別の国に輸出される），で

ある。

2.6.今後の検討課題

DETSは，中継貿易拠点における中古車流

通量の変化やその要因把握を目的とする研究

にとって貴重なデータである。今回紹介した

のはその極一部であるが，様々な観点から

データを整理・分析することで，関連する多

くの研究に活用可能と思われる。さしあたり，

2008年版が発行されていると思われるので，

その入手に努めたい。

また，浅妻（2008）では中古車コードが存

在する国の数を明らかにしつつ，制度上，「中

古車」とは何か，という定義の難しさにも言

及している。日本の場合は，一度ナンバー登

録された自動車は，制度上，製造年に関わら

ず全て中古車となる。しかし，国によっては，

貿易コードで「中古車」が割り当てられてい

たとしても，そのコードには，製造後数年経

過したものを含み，そうでないものを含まな

いケースもある。このことを上記の分析にあ

表6 ドバイにおける中古車輸出先の台数上位国（2007年)

Free Trade  Direct Trade

国 名 台 数 割 合 国 名 台 数 割 合

IRAQ 14,847 26.2％ IRAN 25,861 28.0％

TANZANIA 5,149 9.1％ IRAQ 14,902 16.1％

TADZHIKISTAN 4,533 8.0％ TURKMENISTAN 7,750 8.4％

ANGOLA 4,459 7.9％ SAUDI ARABIA 7,716 8.4％

TURKMENISTAN 3,572 6.3％ OMAN 4,310 4.7％

ZAMBIA 2,746 4.8％ SOMALIA 3,448 3.7％

CONGO REPUBLIC 2,442 4.3％ UKRAINE 2,859 3.1％

UGANDA 2,290 4.0％ KAZAKHSTAN 2,404 2.6％

KENYA 1,906 3.4％ SUDAN 2,035 2.2％

AFGHANISTAN 1,818 3.2％ TADZHIKISTAN 1,865 2.0％

SOMALIA 1,719 3.0％ AFGHANISTAN 1,832 2.0％

DEMOCRATIC REPUBLIC OF CONGO 1,100 1.9％ ANGOLA 1,830 2.0％

MALAWI 1,068 1.9％ LIBYA 1,652 1.8％

BURUNDI 1,063 1.9％ ARMENIA 946 1.0％

KAZAKHSTAN 1,010 1.8％ BAHRAIN 865 0.9％

AZERBAIJAN 952 1.7％ TANZANIA 864 0.9％

RWANDA 565 1.0％ KUWAIT 736 0.8％

SAUDI ARABIA 559 1.0％ RUSSIA 645 0.7％

YEMEN 497 0.9％ KENYA 589 0.6％

IRAN 486 0.9％ CONGO REPUBLIC 501 0.5％

GEORGIA 458 0.8％ NAMIBIA 492 0.5％

OTHERS 3,401 6.0％ OTHERS 8,245 8.9％

TOTAL 56,640 100.0％ TOTAL 92,347 100.0％

出所：DETS

注：網掛けは右ハンドルの国を示す
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図10 2007年における中古車輸出上位６カ国の輸出台数推移（Direct Trade)

出所：DETS

図9 2007年における中古車輸出先上位６カ国の輸出台数推移（Free Trade)

出所：DETS
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てはめれば，ある自動車について，日本から

は中古車として輸出されても，ドバイからは

新車として再輸出される可能性もある。この

ような中古車定義の困難性をよく認識した上

で，ここまで紹介したデータを見ていく必要

がある。

３．UAEにおける中古車・中古部品流

通に関する調査

3.1.DUCAMZ調査結果の概要

我々は，2010年２月22日に，DUCAMZ

（Dubai Cars and Automotive Zone）を訪

問した。今回の訪問は，2005年調査（福田）

および2008年調査（浅妻・阿部）の追加調査

という側面を持つ。訪問時にいくつかの企業

に対して，おおよその現状把握のためのヒア

リングを行った他，2005年調査（福田，2009）

と同様の手法で，DUCAMZ入居企業に対し

電話アンケートを実施している。今回はその

結果の一部を掲載し，より詳細な調査結果は

別稿に譲ることとする。

DUCAMZとは，ドバイにおける中古車中

継貿易拠点であり，関税が免除されるフリー

ゾーンとなっている。UAEでは右ハンドル

車の利用ができないことから，日本からの中

古車はこのDUCAMZを経由してアフリカ

や中央アジアなどに再輸出されている。0.82

km の面積を有するエリアに390の店舗が

立地し，一店舗あたり，70－100台程度の在庫

がある。2008年11月時点では，30,000台～

40,000台の中古右ハンドル車が展示されて

いたという（浅妻・阿部，2009；日本オート

オークション協議会，2008）。

3.1.1.ヒアリングの結果

今回は中古車ディーラー協会（Car Dealers
 

Association，CDA）や入居するディーラーへ

の聞き取りを行った。

DUCAMZは，2008年11月のリーマン・

ショックの影響や，浅妻・阿部（2009）で指

摘するような中継貿易拠点としての役割の低

下により，厳しい局面が予想されていたが，

CDAによれば2010年２月の訪問時点では，

空き店舗はないとのことである。現在，仕向

先として多いのは，タンザニア・ケニア・ザ

ンビア・マラウイ・コンゴ共和国・コンゴ民

主共和国，アンゴラ向けであるが，この２年

程度の期間に限っては，アンゴラ向けが一番

売れているとのことである。これらのうち，

左ハンドルの国は両コンゴとアンゴラで，そ

の他は右ハンドルの国である。浅妻・阿部

（2009）で紹介されているように，右ハンド

ルから左ハンドルへの改造を施されて輸出さ

れているのか，それとも元々左ハンドルの車

が取引されているのかは不明である。現在抱

えている問題としては，仕入れ値が上がって

いることと，DUCAMZの賃料が高くなって

いることがあげられた。賃料は年間で14,000

ドルから，18,000ドルになったとのことで

あった。

次に各社ヒアリングの結果を記す。

A社について。カラチ出身の経営者で，社

員は12名である。友人と一緒に会社を立ち上

げ，2002年にDUCAMZに進出した。

輸出先はその時々で異なるので特定はでき

ないということだったが，強いていえば，最

盛期ほどではないものの，以前はアフガニス

タン向けやリビア向け，現在はイエメン向け

が多いという。イラク向けもかつては盛んで，
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2007年夏期頃まで続いたが，その頃から2008

年にかけては韓国車の輸出にシフトした。さ

らにその後はアメリカ車の輸出へと変わって

いる。アフリカ向けに関しては，2008年秋以

降は厳しい状況である。イラン向け輸出は一

台もないとのことだ。

売れ筋の車種・年式はトヨタのハイラック

スサーフ，カローラ（バンタイプ），RAV4，

プラド，そしてハイエースである。年式は，

2000年以前のものが多く，特に1997－1999

年のものが目立つ。仕向先との関係であろう。

これらの中古車は１日２～３台売れていて，

年間では1,000台以上を販売している。

B社について。2000年にDUCAMZに進出

した会社で，それ以前はシャルジャに店舗を

構えていた。現在は４名体制で営業を行って

いる。

仕向先の一つとしてサウジアラビア向けが

あげられた。サウジアラビアは左ハンドルの

国であるが，右ハンドルである日本車を輸出

している。DUCAMZ内には，右ハンドル車を

左ハンドルにするための工場が10軒あり，そ

こでハンドルチェンジを行ってサウジアラビ

ア現地で登録されているのである。ただし，

2008年のリーマンショック以前と比較して

取り扱い台数が少なくなってきており，状況

はよくない。なお，この店舗では左ハンドル

車の扱いもあり，ドバイ現地での販売となっ

ているようである。売れている車種はトヨタ

のハイエースである。

C社について。2002年DUCAMZに進出し

た業者で，オーナーはパキスタンのハイデラ

バード出身である。スタッフは５名である。

仕向先上位国は，ケニア・ウガンダ・ザンビ

ア・タンザニア・マラウイ・ブルンジ・ルワ

ンダである。取り扱い台数は以前は月間60－

70台程度あったが，現在はそれよりも減少し

ている。我々の訪問時は２月で，2008年以前

は例年忙しい時期であったが現在はそうでは

ない。

D社について。仕向先として，上位からエ

チオピア，アンゴラ，アラブ諸国と並ぶ。ト

ルクメニスタン向けも出している。扱ってい

る自動車は左ハンドル車であり，右ハンドル

の国に出す場合にはハンドルを転換して輸出

している。ハイエースとカローラに対して相

当な需要があり，1991年～2004年式のものを

中心に輸出しているが，さらに高年式（より

新しい自動車）のものも扱っている。ピーク

には月間50－60台を扱ったが現在は半分程

度である。この落ち込みの原因は，①トルク

メニスタン向けの輸出について，右ハンドル

車から左ハンドル車への改造が禁止されたこ

と，②イラク戦争の影響で右ハンドル車の輸

出ができなくなったこと，があげられる。2003

年から2006年はトルクメニスタンとイラク

向け再輸出が盛んな年であった。左ハンドル

車はBMW やOPEL等，日本から輸入する

高級車もある。

現在，イラク向けは通常の中古車輸出が難

しくなっているようで，解体車の輸出がみら

れる。イラクからのバイヤーが中古車を購入

し分解してからイラクに輸出しているという

状況である。

これらの４社 の 聞 き 取 り を 通 じ，

DUCAMZは厳しい局面にあることがわかっ

たが，他方で中古車中継貿易拠点としての機

能は失われていないことも確認できた。また，

もともと右ハンドルの日本製中古車の中継貿

易拠点として発展したDUCAMZでも，少し
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ずつ左ハンドル車の扱いが増えつつあるとも

考えられた。今後の動向が注目される。

なお，DUCAMZの経営者はパキスタン人

がほとんどであるが，日本での勤務経験があ

る人も多く，日本の中古車流通市場にも相当

詳しい知識を有している。これらの経営者は

海外（ケニア・ウガンダ・タンザニアなど）

に店舗を展開し，貿易の円滑化を図っている。

ただし，支店を第三国に置くと，ドバイを経

由する必然性が失われ，日本からの直行貿易

へのシフトが起こってしまうため，必ずしも

DUCAMZにとって好ましいことであるとは

言い切れない。

3.1.2.アンケート調査

今回，2010年２～３月にかけてDUCAMZ

入居企業40社への電話アンケート調査を

行った。輸出先，取り扱い台数，取り扱い車

種，日本との関係などである。この調査は

2005年７～９月（41件）にも実施している（福

田，2009）。この結果のうちの輸出先について

比較してみる（図11，図12）。全体に対する

割合のデータであり絶対量ではないことに注

意しつつ，図からわかることのうち，重要な

ものとして以下の４点をあげておく。

①UAE国内向けの割合が減少している。現

時点でその理由はわからない。

②アフガニスタン向けの割合が低下する一方

で，アンゴラ向けが割合を高めている。戦争

や内戦との関連が推測される。

③2005年は右ハンドル国への輸出が現在よ

りも目立たない。ハンドルチェンジを行って

左ハンドル国へ輸出していた可能性も考えら

れるが，むしろ，アフガニスタンやイラクの

場合，右ハンドル車のままの輸出が目立って

いたので，このような結果が出たと思われる。

④第２節のDETS（2007年）と比較すると，

とりわけ2010年については旧ソ連諸国への

輸出やイラク向けの輸出が目立たないことが

興味深い。３年という時期の違いによるもの

なのか，サンプリングの違いによるものなの

か，今後の検証課題となる。

図11 2010年におけるDUCAMZ入居企業の販売先

出所：2010年DUCAMZ調査結果より筆者が作成

図12 2005年におけるDUCAMZ入居企業の販売先

出所：2005年DUCAMZ調査結果より筆者が作成
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3.2.アブシャガラの中古車市場

２月23日にはシャルジャ首長国のアブ

シャガラを訪問した。ここは，ドバイの

DUCAMZと並ぶ巨大な中古車マーケットで

あるが ，筆者らの知る限りでは，日本の学術

誌や業界誌で，ほとんど実態が紹介されてい

なかった。そこで，筆者らは，現地を訪問し

て現状を視察した。

アブシャガラは４本の大きな通りに囲まれ

た約0.83km のエリアである（図13）。筆者

らは，ほぼ中心部に位置するアブシャガラ公

園から主に南東方面を視察した。後述するよ

うに，現地報道等で渋滞問題がひどいといわ

れる通り，車道の半分ほどを中古車販売店の

自動車と思われるナンバープレートがない自

動車が占拠している状況であった。当初，我々

は，自動車で中古車販売店の集積エリアに

入ったが，多くの自動車が通るにはあまりに

も狭いという印象であった（写真４）。また一

方通行も多く，自動車での移動には不便な印

象を持った。

その後，徒歩で調査を行った。筆者らが歩い

た範囲では，中層ビルが多く建っており，その

１階部分が中古車ディーラーであるという

ケースが多い（写真３）。また，エリアによっ

ては，中古車ディーラーではなく，レストラ

ンや修理・塗装関係の工場（写真２）が入っ

ているなど渾然としたエリアもある。中古車

ディーラーが何件立地しているのかはっきり

シャルジャの中古車市場は，世界的にも大きなも

のに位置づけられる，との見方もある。（gulf
 

news，2001年５月20日付け記事）

図13：アブシャガラの概略図

注1：岡本勝規氏（富山高専講師）提供の現地案内図を参考に著者作成

注2：図中の○囲み番号は写真番号と対応する。
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写真6 日本の地名を冠した店舗もある。手前の店舗

の看板にはYOKOHAMAの文字が見える。

写真5 地図で中古車展示場とされるところは広い

駐車スペースを確保している

写真4 店舗前に並ぶ中古車。通りを塞いでいる。

写真3 一階が店舗で上層階は住居になっている。

写真2 中古車販売店のみならず自動車アフター

マーケット等に関する諸店舗も並ぶ（写真の

左手から運送関係の会社，塗装関係の工場，

中古車販売店が並ぶ）

写真1 アブシャガラ公園前
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しないが，460店舗という情報がある

（Khaleej Times，2011年１月12日）。また，

図13の矢印の経路に沿って店舗数を数えて

みたところ，沿道には合計47の中古車ディー

ラーが立地していた。

また，図13で「中古車展示場」と示されて

いるエリアでは，中古車展示のためのスペー

スが広がっており，写真５のエリアには，ヤー

ド付きの大きなディーラーが４件ほどあっ

た。ただし，大きなディーラーといっても事

務所は小さくプレハブのようであった。また

写真６のエリアは複数の店舗が共同して入居

する平屋建ての建物が２棟あり，合計16件が

入居していた。さらに，この建物の北西側に

隣接する形で中古車のオークションセンター

がある。

現地では，若干の聞き取りを行ったが，ア

ブシャガラはやはり中古車の国外への輸出拠

点になっていることが確認できた。中古車輸

出は，一般的に現地からバイヤーが買い付け

に来るケースと，商品のみを現地に送る方法

がある。アブシャガラで，どのような商取引

が一般的なのかは確認できなかったが，ロシ

ア，アフリカからの買い付けが多いという話

や，UAE国内以外では湾岸諸国（サウジアラ

ビアなど）からの客が多いという話を聞い

た 。また，ある業者は主要な輸出先を話して

くれたが，ロシアとイエメンがもっとも重要

な輸出先で，他の輸出先としては，タジキス

タン，アフガニスタン，湾岸諸国，アフリカ

（各国）もあがった。

アブシャガラで流通する中古車のうち，約

65％が日本車と教えてくれた業者があった。

開業後，25－30年経っている老舗ともいえる

業者であることから，根拠のない数字とはい

えないだろう。また，筆者らが見た限りでは，

中古車は全て左ハンドル車であったので，日

本国内で使用されたものではないと考えられ

る。この業者の場合，商品の７割～８割をア

メリカから輸入しており，ちょうどヤードに

展示していたハイラックスサーフのバンパー

部分を指し，不具合があったが，それを修理

して売っているとのことであった。

筆者らが見たところ，中古車販売店の集積

エリアでは，様々な民族が流入しているよう

であった。具体的には，筆者らが聞き取りを

行ったディーラーのうちの一人はイラン人で

あり，また近隣にアルメニア料理店があるこ

とから，アルメニア人も一定人数が就業して

いるのではないかと推測できた。また，別の

ヒアリングではアラブ諸国出身者が多いとい

う話を聞いた。

中古車市場が何故ここに立地したのかは不

明であるが，いつからか，ということについ

ては，福田（2006，2007）などで紹介されて

いる。

シャルジャ首長国を含むUAEは1971年

にイギリスから独立した国であるが，それ以

前からインド人やパキスタン人など南アジア

各国から労働者や技術者を大量に受け入れて

いた。1970年代になると，パキスタン人移民の

一部がシャルジャ首長国のアブシャガラ地区

に自然発生的な中古車販売業者の集積地を形

成した。当初から中継貿易を目的としていた

のかは不明であるが，1978年に日本からパキ

スタン向け中古車貿易が規制され，シャル

湾岸諸国とは，一般的に湾岸協力会議（Gulf Coop-

eration Council,GCC）に加盟しているサウジア

ラビア，クウェート，バーレーン，カタール，UAE，

オマーンの６カ国を指している。
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ジャに隣接するドバイ経由での輸入にシフト

していった点から考えると（日本自動車査定

協会，2007），シャルジャはその頃から中継貿

易拠点としての性格を強めたのではないかと

推測される 。さらに，1993年から1994年に

かけて，再度パキスタンで日本からの中古車

輸入規制が強化されたため，現地での中古車

輸入ビジネスの機会を失ったパキスタン人企

業家たちが，アブシャガラ地区に移住し，中

古車ディーラーとなった。このような経過で，

アブシャガラの中古車中継貿易拠点としての

位置づけが確固たるものとなったと考えられ

る。

その後，浅妻・阿部（2009）で整理されて

いるように，2000年にドバイのDUCAMZが

開業し，多くのディーラーがDUCAMZに移

転した。その一方で，左ハンドル車を扱う

ディーラーが発生し，右ハンドル車市場につ

いても，アフガニスタンからのバイヤーを主

に相手にすることでDUCAMZとの棲み分

けがなされた。さらにその後，アメリカ合衆

国がアフガニスタンに侵攻するといった影響

を受けて，左ハンドル車市場がインドやアラ

ブ諸国などからのバイヤーを相手にするよう

になり，右ハンドル車市場に代わって発展し

ていったものと考えられる。筆者らの今回の

調査で，右ハンドル車を扱っているディー

ラーを把握できなかったことを併せて考える

と，アブシャガラは2000年以降現在までの期

間で，右ハンドル車市場から左ハンドル車市

場に変化したと考えられる。これに関しては

さらなる調査が必要である。

なお，このアブシャガラ地区の中古車

ディーラーがこの地域の駐車スペースを占拠

し，現地の交通問題を引き起こしていたため，

2010年までにマーケットを移転するとして

いた（浅妻・阿部，2009）。その後の現地報道

によれば，建設コストの問題で計画はいった

ん撤回されたようだが，再度移転計画が持ち

上がっているという状況である（Khaleej
 

times，2010年５月25日）。

3.3.JETROドバイでのヒアリング

JETROドバイでは，2005年調査（福田），

2008年調査（浅妻・阿部）でヒアリングをし

たこともあり，2010年調査ではドバイの経年

的な経済情勢の変化を中心に確認した。以下

は，JETROドバイで聞き取った内容に適宜

情報を加えたものである。

ドバイでは，2008年９月のリーマン・

ショックや，世界経済にも大きな影響を与え

た2009年11月25日の「ドバイ・ショック」

の影響でバブル経済が崩壊した。2005年調査

時点のドバイでは地価が上がり続けており，

結果的に2008年の夏頃がそのピークだった。

リーマン・ショック以降の金融不安によって

世界各地の不動産開発ブームが停滞すると，

ドバイの地価は下がり続け，2010年２月現在

の地価は2007年レベルにまで落ちている。こ

の間にドバイでは１～２万軒の住宅供給をし

てきたので，今後もさらに不動産価格が下が

ることは必至である。

日本自動車査定協会（2007）に，1978年にドバイ

で中古車中継貿易が行われていた，と書かれてい

るが，それは当時からドバイに中古車市場があっ

たということを意味するものではない。むしろ，

筆者らのこれまでの聞き取りで，当時シャルジャ

を拠点としていた中古車貿易業者の存在を確認し

ているので，シャルジャに中古車中継貿易市場が

形成され，ドバイがその貿易港として利用されて

いたのではないかと推測できる。
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価格が下落したのは不動産だけでなく，自

動車や家具なども2008年末から2009年３月

頃までは全く売れない状態だった。これらの

新品が在庫過剰となっているので，中古車や

中古家具も飽和状態となった。とはいえ，ド

バイの新車市場（左ハンドル車）で，日本車

が７割程度のシェアを占めている状況には変

化がないようだ。

プラスの側面としては，新規ショッピン

グ・モールの開店と鉄道の開通が挙げられる。

2008年10月にドバイ・モールという噴水が

目印の最新ショッピング・モールが開店した。

またモール・オブ・エミレーツという，室内

スキー場が売りのショッピング・モールもあ

り，こちらは2009年９月の鉄道（ドバイ・メ

トロ）開通を契機として，中所得者層の客層

が増加したと言われている。ただし，ショッ

ピングモールが増えたことで競争が激化して

いるという側面もある。

開通したばかりのドバイ・メトロは混雑が

続いていて，現時点では入場制限もあり，ま

だまだアトラクション感覚である。駅や一部

区間がまだ完成していないが，幹線道路を渡

るための陸橋が駅に併設されているため，そ

れはインフラとして評価できるという。当初

予算が日本円で3,600億円だったものが，１

兆円まで膨らんだと言われており，それが全

線開通の遅れの原因となっている。とはいえ，

ドバイの人口は，実態として180万人程度と

言われているため，鉄道があってもおかしく

ない規模の大都市である。鉄道利用者は労働

者ばかりではなく，専門職の人も使っている。

日本と異なりタクシー代が安いので，そちら

と競合する可能性は残る。2005年調査時点

で，すでに悪化の一途をたどっていたドバイ

の交通渋滞は，2008年調査時にはかなり深刻

なレベルに達していたが，バブル崩壊後に緩

和された。たとえば2007～2008年頃には，タ

クシーの乗車拒否が頻発していたが，そうい

う問題は解消された。

ドバイ経済を支える移住労働者についてい

えば，政府は公式的には人口が増加し続けて

いると言っているが，明らかに人口は減少し

ている。リーマン・ショック以降，借金を踏

み倒して逃げる外国人が急増した。彼らの中

には欧米系の投資家や法律事務所の書類作成

業者など，かつての高給取りで，レイオフ（ク

ビ切り）となったものも含まれていた。高級

車を乗り捨てて帰った人々もいた。建設関係

の労働者も，大量のクビ切りが発生した。

UAEのインド人学校は４～５月頃に長期休

暇に入るので，その時期にはゴーストタウン

化も懸念されていたが，学校再開時には移民

の家族たちもUAEに戻ったので，かろうじ

て人口を保っている状況にあるといえよう。

中古車貿易についていえば，飽和状態の

DUCAMZから外に中古車があふれていると

いう3.1.の調査結果からは流通が停滞して

いる可能性も考えられる。2005年調査時に建

設計画があったDubai Auto Zoneという中

古車再輸出のための施設は，そもそもドバイ

政府が，パキスタン人が独占している

DUCAMZに対抗して，ローカル（UAE国民）

がコントロールできる市場の建設を目論んだ

ものであったが，計画は未だ具体化していな

い。

また，近年，現地での中古車貿易業への日

本人業者の新規参入の話は聞かないという。

DUCAMZには，日本のオークション会社

CAAの子会社，CAAI（CAAインターナショ
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ナル) が立地しており，ここは軌道に乗って

いるが，社長はパキスタン人である。また，

2005年調査時にDUCAMZに参入していた

日本人業者も，その後すぐに撤退した。その

後も JETROに問い合わせは来るものの，日

本人業者の新規参入は実現していない。

自動車中古部品については，後述の3WM

を含めて，シャルジャ首長国に日本人業者が

２件参入している。中古部品市場は，UAE国

内ではなく，湾岸諸国，北アフリカ，イラン

などを取引相手と考えている。一方でクレー

ンなどの建設機械の市場はかなり厳しい。ド

バイの不動産バブル時には，建設機械のレン

タル業が流行ったが，今は機械が余っており，

資金回収も滞っているという。

中古車の仕向け地としては，ウガンダは今

も多いと思われる。ケニア向け中古車輸出に

ついては，ドバイ経由の再輸出は減り，ケニ

ア向けの直接輸出が増えている。第２節で

扱ったDETSには，シャルジャ港の分は含ま

れていないが，そもそもシャルジャ港の貿易

量は少ない。また，ドバイにあるラシッド港

は，昨年から貨物の取り扱いを止めて，客船

のみに変更している。現在は，ドバイのジュ

ベル・アリ港が，コンテナを平積みして中古

車等の輸出入を行うメインの港となってい

る。

3.4.3WMでのヒアリング

日本（名古屋）の中古部品輸入・販売会社

である3WM はシャルジャに進出しており，

現地では JAPAN COAST USED CARS

 

AND SPARE PARTS TRADINGという看

板を掲げている。2008年調査（浅妻・阿部）

でヒアリングを行っているため，2010年調査

ではシャルジャの市場動向を中心に確認し

た。以下はヒアリングで聞き取った内容に適

宜情報を加えたものである。

3WM の店舗はシャルジャのインダストリ

アル・エリアにある。スタッフは合計６名で，

日本人２名とアフガニスタン出身のハザラ人

４名からなる。UAE側が発信する情報をも

とに，日本側では JAPAN COAST向け商材

を仕入れている。3WM は，2007年に設立さ

れた会社で，日本各地で発生した中古車や自

動車中古部品を海外に流通させることを主な

目的としている。2010年２月現在，UAEに２

名，チリに２名の現地駐在員を派遣している。

コンテナはシャルジャに月15本程度到着す

る。中古自動車部品としてもっとも需要の高

いエンジンは，金属リサイクル資源としての

価値もあるため，金属資源の価格と一部エン

ジンの販売価格は連動する場合がある。

今回の調査で明らかになった第１の知見

は，シャルジャの中古部品市場における移住

労働者の民族構成の特徴である。具体的には，

シャルジャの自動車中古部品市場であるイン

ダストリアル・エリアで，アフガニスタン出

身のハザラ人コミュニティの親戚関係で市場

が成り立っている。ハザラ人の特徴は，日本

人と似た顔立ちであることと，民族衣装を着

ていない人が多いということであり，いずれ

も見た目で判断できるという。そして顧客と

して訪れる買い付け業者は，アフガニスタン

人やパキスタン人が多く，その民族構成は

様々だが，パシュトゥーン人が特に目立つと

いう。パシュトゥーン人の特徴は，民族衣装

UAE現地の顧客の要望に応じて日本で中古車を

入札・落札し，輸送してくることを主要業務とし

ている企業である。
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（シャルワール・カミーズ）を着て長い髭を

生やしている人が多いという外見と，電卓を

使って交渉するという商習慣である。

第２の知見は，シャルジャの自動車中古部

品市場のブローカーには２つのタイプがある

という事である。このブローカーについては，

浅妻・阿部（2009）ですでに紹介しているが，

今回の調査ではさらにその詳細について確認

することができた。１つ目のタイプは，市場

内の店舗間で商品をやり取りするためのブ

ローカーで，アフガニスタン人の場合はいわ

ゆる「おつかい」といった感じである。各店

舗それぞれ品ぞろえの得手不得手があるの

で，それを補うために店舗間で商品を取引す

ることがあり，そこで「おつかい」が活躍す

る。

もう１つは，Shipping Companyのスタッ

フで，ビザ発給手続きなども行う。主にアフ

リカ出身のブローカーで，国籍はナイジェリ

ア，タンザニア，ウガンダ，ケニア，マラウィ

等多様である。各店舗は，ブローカーに顧客

を連れてきてもらうかわりに手数料を払う。

店舗とブローカーが事前に価格を打ち合わせ

しておくケースもある。DUCAMZにもブ

ローカーはいるが，シャルジャのインダスト

リアル・エリアのブローカーとは同一人物で

はないようだ。

アフリカ人の買い付け業者の場合，20

フィート・コンテナを準備し，商品になりそ

うなものは何でも入れていく。コンテナの𨻶

間につめる物も商品である。コンテナ作りは

シャルジャで行い，𨻶間が無くなるまで詰め

込む。たとえばラジエーターを１個ずつ自転

車で運び，１つのコンテナにどんどん詰めて

いく（写真７，写真８）。一つのコンテナのス

ペースは複数人で分けている。一方，アフガ

ニスタン人とパキスタン人の買い付け業者の

場合，アフリカ人に比べて大規模業者が多く，

輸入・業務販売・輸出の兼業であることが多

い。

中古車部品市場の規模と分布は，3WM が

2008年夏に独自にカウントした時の３カ所

の集積地域（アルハン地区150件，カレッジ

裏地区150件，JNP地区300件）からそれほ

ど変化はない（図14）。現地では，「10年前は

景気が良かったが現在は厳しくなっている」

という声を聞くが，新規参入の業者もあるた

め状況の善し悪しの判断は困難である。

写真8 トラックの荷台にボディを載せてある。この

ままコンテナの中に入れて，周りのスペース

に部品を詰め込むと再輸出用コンテナがで

きる。写真7 アフリカ系の買い付け業者
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3WM のような現地で中古部品輸入・販売

に関わる日本人業者は，他の業者に比べると，

信用の度合いが違うと思われる。何をもって

「日本人業者」と定義するのかは難しいが，

「日本人駐在員のいる会社」というのが一つ

の基準になるだろう。この定義を採用した場

合，シャルジャの中古部品市場における日本

人業者は，１社目がブルー・レッド・グリー

ンという業者で，以前は常時駐在員がいたが，

すでに撤退した。２社目が3WM で，現在も

常時駐在員がいる。

中古トラックについては，アフガニスタン，

ソマリア，アフリカ諸国から買い付けに来る。

アフガニスタン向けは中古部品も買いつけ

る。ソマリアは車だけを買いつける。カレッ

ジ裏地区は，トラック販売が主流なので，ソ

マリアの顧客が多い。トラック輸出には，40

フィート・コンテナが必要である。コンテナ

詰めの技術は難しくはないが，トラックの重

量との兼ね合いがあり危険を伴う。

3WM にとってのリーマン・ショックの影

響は，金属資源価格の急落や対ドル円相場の

急騰などで，商品価格と需要の急変動に見舞

われたことである。コンテナ輸入本数は，リー

マン・ショック後に月７本まで減少したが現

在は回復している。さらに，2009年６月から

実施された「エコカー補助金」の制度の結果，

製造から13年経った廃車が大量に発生し，日

本からの中古部品の供給が増えたため，３か

月前（2009年12月）頃からコンテナも月20

図14 シャルジャにおける中古部品・中古車販売店の集積地域（概略図)

注：3WM への聞き取りから作成
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本以上出ている。ただし，この現象はあくま

でも将来発生する中古部品の先取りなので，

今後の供給が先細ることが懸念されるとのこ

とである。

４．パキスタン調査の概要

パキスタンでの調査目的は，2005年調査

（福田）の追加調査という側面を持つ。しか

しながら，パキスタン国内の政情不安で外出

が思うようにできず調査は難航した。2005年

調査協力者の内，ごく一部の方々への挨拶は

できたものの，ほとんどのアポイントメント

はキャンセルせざるをえず，電話インタ

ビューなどで代用することになった。

4.1.JETROカラチでのヒアリング（訪問）

以下は JETROカラチでのヒアリングを元

に，適宜情報を加えたものである。

パキスタンの貿易の特徴として，海路のほ

かに〝Inland"（陸路経由）という経路がある。

これは，アフガニスタン国境などから出入り

する，貿易統計にのらない物流を指す言葉で

ある。したがって貿易統計のみを見ていても

経済の実態が分からないという問題点があ

る。中古車輸入について言えば，高関税がネッ

クとなっている。とはいえ，パキスタンでは

「すべてにおいて２割は密輸」という経済的

な特殊事情があるので，中古車もほぼ同じ状

況にあると考えた方が実態に近いかもしれな

いという。

民族的特徴に関連した話として，パシュ

トゥーン人は車に強い，という印象が一般的

にあるようだ。〝Transportation Mafia"とい

うパシュトゥーン人のバス，トラック，タク

シー，リキシャの運転手による圧力団体も存

在するほどである。

4.2.中古車販売組合へのヒアリング（電話）

以下は中古車販売組合へのヒアリングを元

に，適宜情報を加えたものである。

パキスタンでは，2008年６月までは中古車

輸入ができたが，2008年７月にザルダリ政権

が本格的にスタートして輸入ができなくなっ

た。銀行の利子割引率が減り，関税が増え，

輸入可能な中古車の年式がどんどん厳しく

なったのである。具体的には，2005／06年度

は「10年以内」の車が輸入でき，輸入台数は

６万台あった。2006／07年度には，新車業界

の圧力を受け，「５年以内」に厳格化されたた

め，輸入台数は４万台に減少した。さらに

2007／08年度には，「３年以内」にさらに厳格

化され，輸入台数も２万１千台に減少した。

カラチの輸入港は，カラチ港75％に対しカ

シム港とあちらこちらのドライポートを合計

して25％になる。陸路によるアフガニスタン

からの輸入は現在はないということになって

いる。UAEからイランのバンダルアッバー

ス港向けに中古車が輸出される場合は，アフ

ガニスタンに運ばれるのではないかと推測さ

れる。

中古車販売組合の会員数については，2005

年調査当時は仕事が多かったので，板金やメ

カニックも含めて，会員がたくさん増えた。

その後，会員は減っていないので，会員数は

変わっていないが，店舗数を見れば2009年以

降に400件程度は閉店したようだ。内訳は，

日本に帰国したり営業をやめたりした業者が

200～250件，ドバイに移動した業者が100

店，イギリスに移動した業者が20～25件，ケ
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ニアや南アフリカに移動した業者が50件と

推計されており，タイやシンガポールに移動

した業者もいるようだ。

新車生産のための自動車部品に関して言え

ば，2005年まではすべての部品を日本から輸

入して組み立てていたが，2005年以降は６カ

国（中国，タイ，マレーシア，インドネシア，

シンガポール，フィリピン）から部品を輸入

して組み立てているので，ますます品質が悪

くなったと受け止められている。日本製中古

車の人気が高い理由は，部品もすべて日本製

だからである。

日本製の自動車中古部品は，日本製だから

こそ人気がある。タイやシンガポール製の新

品パーツもあるが，品質が良くないので安い。

古いパーツでも日本製の方が，高くても長く

使える。日本から直接来るものもあるが，シャ

ルジャから来るものが大多数であるという。

カラチにおける自動車中古部品業者の集積

地域はシェールシャー（Sher Shah）地区で，

新品・中古両方扱う業者の集積地域はサダル

（Sadar）隣のプラザ（Plaza）地区である。

「中古部品輸入組合」という組織があるが，

取り扱いが自動車部品だけではないため，中

古車販売組合との連携はない。

中古車販売組合の現在の会員数は，カラチ

に600件，パキスタン全土で2,200件である。

業者の分布の変化を挙げれば，５年前，カラ

チには1,100件の店舗が存在していたが，現

在は600件に減少した。中古車販売店の集積

地域は，2005年調査当時の五カ所と変わらな

い。①Jamshed Road（卸売集積），②Khalid
 

Bin Walid Road（小売集積），③University
 

Road（小売分散），④F.B.Area（小売分散），

⑤Sadar & Clifton Akbar Market（小売分

散）である。図15ではこのうち①と②の場所

を示した。

５．ケニア調査の概要

ケニアといえば，日本人にとっては「サファ

リ・ツアー」のイメージが強いかもしれない。

一方でケニアは旧イギリス領の右ハンドル国

であるため，日本側の中古車輸出業者にとっ

ては，1990年代以降，重要な貿易相手国であ

り続けている。日本からケニアへ飛行機で渡

航する場合，UAEのドバイを経由するのが

便利なルートとなっている。東アフリカ諸国

とアラビア半島は地理的に近いだけでなく経

済的つながりも深く，ドバイは日本と東アフ

リカ諸国の中継地点としての役割を果たして

いる。

ケニアには，数千年前から遊牧民が移り住

んでいたが，７～８世紀頃にアラブ人の貿易

商人が海岸地域に移住し始めた（伊谷編，

1989；吉田編，1997；富永，2009）。ケニアの

港湾都市であるモンバサは，この時期に交易

拠点として建設された。15世紀末から，ポル

トガル人が海岸地域に進出して植民地化した

が，17世紀末にアラブ人が再び実権を握っ

た。18世紀以降はオマーン帝国がモンバサを

実質的に支配してきた。19世紀にヨーロッパ

諸国によるアフリカの植民地化が進むと，ケ

ニアはイギリスの植民地となる。1905年にイ

ギリスは，交易都市であるモンバサから内陸

の中心地であるナイロビに首都を移した。第

二次世界大戦後，イギリスへの抵抗運動が始

まると独立の機運が高まり，1963年に独立し

た。初代大統領はケニヤッタ（就任1963～78

年），２代目はモイ（就任1978～2002年），３
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代目はキバキ（2002年以降）である。2007年

12月の大統領選挙を機に各地で暴動が多発

し，2008年は政治的・経済的に停滞したが，

2009年以降は安定している。

5.1.モンバサ調査――会宝産業でのヒアリ

ング

石川県金沢市の大手解体業者である会宝産

業が，ケニアの港湾都市モンバサに支店を開

いている。「マエジ・カイホウ」という合弁会

社で，日本人駐在員１名が常駐している 。以

下は同社へのヒアリングを元に，適宜情報を

加えたものである。

ケニアには同社の系列会社が３店舗あり，

１つ目はモンバサを拠点とする「マエジ・カ

イホウ」（同社），２つ目はナイロビを拠点と

する「マエジ・インターナショナル」，３つ目

はモンバサを拠点とする「マエジ・オート・

パーツ」である。

最も古いのは，「マエジ・インターナショナ

ル」で，1990年代後半にケニア人企業家が設

立した中古車貿易業者である。ケニア側拠点

は首都ナイロビにあり，日本側拠点は埼玉県

にある。以前は中古車のみを扱っていたが，

ケニア政府関係者の仲介で会宝産業と業務提

携して以降，自動車中古部品取引を始めた。

ナイロビ側には，現在２名のケニア人スタッ

フがいる。

「マエジ・カイホウ」は2009年６月にケニ

図15 カラチにおける中古車・中古部品販売店の集積地域（概略図)

注：現地調査より作成

2011年２月現在，ケニア側に日本人社員はいな

い。
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アのモンバサに進出し，その時から日本人駐

在員を置いている。スタッフは３名で，日本

人１名，ケニア人２名である。店舗兼倉庫は，

港湾地区のドークスにある。日本側でコンテ

ナ詰めされた自動車中古部品を，ケニア側で

中古車部品の専門業者（卸売）やエンドユー

ザー（小売）に販売している。

同じくモンバサに位置する「マエジ・オー

ト・パーツ」は，2009年２月に開設した自動

車中古部品専門の販売店で，モンバサの中心

地にある。スタッフはケニア人２名で，モン

バサの２店舗は，特に協力関係が強い。

ケニアには多くの中古部品販売業者があ

り，特にナイロビにはモンバサよりも多くの

業者がいる。モンバサの場合，自動車中古部

品業者の集積地域は２カ所あり，１つはモン

バサ駅近くの自動車修理工場密集エリア，も

う１つはサバサバ交差点付近である（図16）。

モンバサの民族的特徴は，アフリカ系，ア

ラブ系，インド系のケニア人が混在している

ことにあるが，皆スワヒリ語でコミュニケー

ションを取っている。アラブ系とインド系に，

店舗のオーナーが多いという傾向がある。ま

た，中古車を扱うのはパキスタン人が多く，

中古部品を扱うのはアラブ系ケニア人が多い

という印象がある。アラブ系の中古部品業者

は，シャルジャから輸入しているようだが，

部品自体はヨルダンなど周辺国から流れてく

ると聞く。

「マエジ・カイホウ」は，日本から中古部品

を輸入しているが，こうした直接輸入は珍し

く，買い付け業者にも重宝がられている。価

格的に見ても，シャルジャ経由よりも優位で

ある。

モンバサはブローカーが多く，様々な局面

で手数料を取られるのが悩みである。ブロー

カーが顧客（エンドユーザー）を連れてくる

が，顧客側もブローカー側の方を信用する傾

向が見られる。モンバサと異なり，ナイロビ

には，それほどブローカーは多くないようだ。

基本的に「信用しない文化」があるため，日

本人業者にとっては難しいものがある。

現地で販売する中古部品の価格は，エンジ

ンは資源価格の影響を受けて変動するが，そ

れ以外の部品は資源価格の影響をさほど受け

ていない。

写真9 中古車業者集積地域の１つKhalid Bin Walid
 

Roadの中古車販売店（小売）。

パキスタン国内生産の日本車なので，商品車

に既にナンバープレートが付いている。

写真10 中古車販売店の集積地の一つ，Jamshed
 

Roadの中古車販売店（卸売）。日本から輸入

した中古車を並べている。
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ケニアの中古部品販売店には，ウガンダ，

タンザニアやスーダンの客が来ることもあ

る。特に内陸部は海が遠いので，陸路でケニ

アに買い付けに来る。「マエジ・カイホウ」と

しても，モンバサを東アフリカの港の入り口

と位置付けており，モンバサをアフリカの中

心的な市場にしたいと考えている。景気後退

については，アフリカにはあまり関係がない

と捉えている。

マエジ・カイホウの日本人駐在員は，以前，

会宝産業の千葉営業所（千葉県四街道市）で

働いていたことがあり，自動車中古部品業界

において四街道は「世界の中心」である，と

捉えている。なぜならば，四街道での自動車

中古部品価格が世界の価格を決めているから

である。四街道は成田が近いので外国人業者

（マレーシアの会社など）が多いし，広い土

地も確保できる。

なお，会宝産業は，ケニアで解体工場建設

を計画中であり（日経産業新聞，2009年５月

12日），さらに，すでに営業しているケニアや

タイを含め，部品販売の拠点を世界10カ国に

拡大する計画である（富山新聞，2010年２月

23日（同紙webサイトに掲載））。日本発の中

古部品市場拡大における同社の役割はますま

す大きくなっている。

5.2.ナイロビ調査―― JETROナイロビで

のヒアリング

３月５日，JETROナイロビを訪問するこ

とができた。以下は JETROでのヒアリング

記録に適宜情報を加えて作成した。

図16 モンバサにおける中古車・中古部品販売店の集積地域（概略図)

注：現地調査より作成
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ケニアにおける自動車はほぼすべて日本製

である。ケニアでは右ハンドルが必須なので，

日本車は99％位のシェアがある。右ハンドル

のベンツなども時々見かけるがその台数は少

ない。2007年のデータを見ると，自動車全体

の登録台数は６万数千台で，内訳は新車登録

台数１万数千台，中古車登録台数は５万台と

なっている。現在，ケニア向け中古車の検査

機関は株式会社日本輸出自動車検査センター

（JEVIC）が担当している。これはケニア政

府側の基準局（Kenya Bureau of Standards）

が入札を経て指定するもので，２年間の指定

が決まっている。

中古車販売業者の民族的特徴は，パキスタ

ン人とインド系ケニア人が多いことにある。

日本企業もナイロビで参入しているが，モン

バサに参入しようとすると他の業者から「シ

マを荒らすな」といった横ヤリが入るので難

しいようだ。自動車中古部品業界について言

えば，日本の解体業者の参入に関する問い合

わせが増えているほか，自動車修理・点検業

者の参入もある。

中古車輸入は15～16年くらい前（1990年

代半ば）から増加し始めた。ケニア側の経済

力がついたからではないかと推測している。

輸入は図17のように行われており，再・再輸

出もみられている。

ケニア国内での自動車産業としては，トヨ

タの委託生産を受けた自動車工場で，ミニバ

ス，ランドクルーザー，ピックアップ・トラッ

クのみ生産している。乗用車に関しては，輸

入が基本である。トヨタの新車も多数輸入さ

れており，特に1700mの高地にあるナイロ

ビのために，高地仕様の自動車が輸入されて

いる。リーマン・ショックの影響で，為替は

円が強くなったので，ケニア側の小売価格が

上がって，売れ行きが落ちたという傾向がみ

られる。海外出稼ぎケニア人の本国送金も

減って，外貨収入が減少した。

ケニアは，リーマン・ショックの影響をあ

まり受けなかったと言われているが，それは

アフリカ経済の好調が理由ではないので，正

しい表現ではない。実は，ケニアでは2007年

末の選挙後に，政治的な混乱があり，経済的

に大きな落ち込みがあったので，2008～09年

のリーマン・ショックの影響があまり目立た

写真11 モンバサの自動車中古部品業者の集積地

域。閉店時間だったので店舗はシャッター

が閉まっている。

写真12 モンバサのモイ・アベニューの中古車販売

業者（小売）。経営者はアラブ系ケニア人。

商品車はすべて日本からの輸入車で，柵の

中に商品車を並べている。

192



なかったのである。2007年末以降，農民の国

内避難民が多数出たのだが，特にケニアの輸

出産品であるコーヒーや紅茶の生産者が減

り，輸出額がダウンした。またケニアの主食

の原材料であるメイズ（トウモロコシ）の生

産量が減り，国内では食糧不足となった。当

然，観光客も減ったため，この時期の経済は

大きく落ち込んだ。実際，リーマン・ショッ

ク以降に資源価格が下がったので，コンゴ民

主共和国などの資源国は大きな影響を受け，

開発スピードが落ちた。

ケニア経済の民族的背景を見ると，インド

系ケニア人は，非常に大きな経済力を持って

いるといえよう（関，2010）。インド系は，人

口の10～15％にもかかわらず，経済活動の

30～40％を占めている。南アフリカでは黒人

や白人別の統計を出しているが，ケニアは民

族別統計を出さないので，根拠となる統計

データはない。上記は推計値である。特にイ

ンド系は小売に強く，ショッピング・センター

のレジ係や店舗のオーナーが多い。ケニアの

大型スーパーである「ナクマット」もインド

系で，14～15年前には無かったが，その後急

成長し，今では周辺国にも出店している。加

えて製造業，中でも繊維産業はインド系が中

心となっている。

5.3.ナイロビ調査――新規参入の大手業者

でのヒアリング

社長はアフリカ系のケニア人男性（30歳代

くらい）。ナイロビ大学で経済学と社会学を専

攻した後，2006年に同社を設立した。設立当

時は，ナイロビの中古車販売店は60件くらい

だったが，その後急増した。看板も店舗も立

派で，商品車を美しく陳列しており，メンテ

ナンス用の専用スペースと事務所用の建物も

設置している。

同社社長がケニアの中古車販売業界史とし

て知っていることは，以下の通りである。

1990年代半ば：為替自由化で中古車輸入が

スタート

2002年：政権交代で市場成長（２代目大統領

モイ（就任1978～2002年）から，３代目キバ

キ大統領（2002年以降）へ交代）

図17 ケニアにおける再・再輸出システムの図解

注：JETROナイロビの説明に，貿易統計・DETS（2007年）のデータを加えて作成
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2006年：同社が市場参入した時期，ナイロビ

業者数60件ほど，この年からドバイ経由の車

に対し原産国証明書類の要求スタート（盗難

車対策として）

2007年：同社の最高益

2008～９年：業績ダウン（←ケニア政情不安，

リーマン・ショックの影響）

2010年現在，ナイロビの業者数は80～100

件に増加している。景気が悪いにも関わらず

業者数が増加した理由は，政府が移民政策を

転換したのでパキスタンをはじめとする外国

人業者が急増したからである。上記の中古車

販売店の数は，店舗を持つ業者を推計した数

だが，店舗を持たない卸売りの仲介業者がか

なり多いので，それを入れるとすれば数えき

れない。日本人業者も５店舗くらいがあるが，

日本人駐在員はおらず，パキスタン人やケニ

ア人と提携している。

ナイロビの中古車業者（店舗あり）の民族

構成は，パキスタン人６割，ネイティブ（ア

フリカ系）のケニア人２割，インド系ケニア

人２割と推計している。2006年当時は，パキ

スタン人の販売店はなかったので，アフリカ

系５割，インド系５割だった。パキスタン人

は，2006年当時から2010年現在まで，卸売

（業務販売）が多い。

ナイロビの中古部品市場も大きく，中古部

品業者の民族構成はネイティブ（アフリカ系）

５割，インド系５割といった状況である。新

品の部品業者の民族構成は，ネイティブ３割，

インド系７割となっている。ケニアの中古部

品市場には，パキスタン人やアフガニスタン

人がほとんどいないことが注目すべき点であ

る。自動車部品販売店は，新品と中古品をミッ

クスで取り扱っていることが多い。中古部品

販売店の集積地域は，インダストリアル・エ

リア（Industrial Area）で，新品・中古ミッ

クスの販売店の集積地域は，キリンヤガ・ロー

ド（Kirinyaga Road）である（図18）。

６．中古車再輸出システムの

解明にむけて

ここまで我々は，UAE，パキスタン，ケニ

アにおける中古車・中古部品の再輸出に関わ

るモノの流れ，アクターについて実態を述べ

てきた。

図18 ナイロビの中古部品・中古車販売店の集積地域（概略図)

注：現地調査より作成
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以上のことから，日本を起点とする中古車

再輸出システムを，各国の中古車市場の特徴

から整理し直すと以下のようになる。

UAEでは，1970年代末以降，長年にわたっ

てシャルジャのアブシャガラ地区において中

古車の中継貿易が営まれてきた歴史がある。

しかしながら，2000年にドバイにDUCAMZ

が建設されると，右ハンドル車を扱う業者は

DUCAMZへ移り，左ハンドル車を扱う業者

はアブシャガラに残った。その結果，2005年

および2008年調査時点には，右ハンドル車を

得意とするパキスタン人業者はDUCAMZ

へ集積し，左ハンドル車を得意とする主にア

ラブ系の業者はアブシャガラに集積するとい

う民族別の棲み分けが常態化していた。2010

年現在も，その大まかな役割分担は変化して

いないことが確認された。中古車中継貿易拠

点であるDUCAMZのパキスタン人たちは，

日本からの中古車を輸入・販売している。そ

れ以外の主にアラブ系の外国人はアブシャガ

ラにて，左ハンドルの中古車取引を行ってお

り，こちらは日本を起点とする中古車の再輸

出とは言い切れない。

また中古部品は，中古車とは異なるアク

ターによって再輸出システムが構築されてい

ることが明らかとなった。中古部品の場合は，

シャルジャのインダストリアル・エリアが中

継貿易拠点となっている。日本の他，世界各

国から中古部品を集めて取引されており，こ

ちらも日本を起点としたモノの流れとは言い

切れない。現地で店舗を設置しているのは主

にアフガニスタン出身のハザラ人であり，親

族経営が特徴である。日本から輸出される中

古部品の一定割合は彼らが扱っている。これ

らの店舗にはアフガニスタン／パキスタン出

身のパシュトゥーン人のバイヤーが多く訪

れ，中古部品を買い付け，出身国へ輸出して

いる。またアフリカ諸国からのバイヤーも多

く，ブローカーを通じて買い付けを行い，複

数人で１つのコンテナ詰めを行うなど，かな

りシステム化されている。日本人は一部に中

古部品の輸入・販売を行っている業者が参入

している 。以上のように，中古車同様，中古

部品の流通の諸局面でも民族ごとの棲み分け

ができていることが明らかになった。

一方でリーマン・ショック以降の変化も見

られた。2005年や2008年に筆者らが調査し

た時と比較して，UAEのDUCAMZ市場は

目に見えて縮小している。パキスタン人業者

がDUCAMZ市場から多数撤退する中で，パ

キスタン人同士が団結する傾向が弱まり，業

者も多国籍化が進んでいる。また左ハンドル

化の傾向が見られ，日本車の重要性が低下し

つつある。一方で，アブシャガラの左ハンド

ル車市場は，今もまだエリアの拡大が続いて

おり，その存在感は薄れていないようだ。

別の言い方をすれば，DUCAMZの機能は，

他国でも代替できる可能性がある。例えば，

阿部（2010b）は，南アフリカ共和国が中古車

の中継貿易拠点として新たに台頭してきたこ

とに言及している。我々の聞き取りでも，南

アフリカやケニアへ業者が流出したといった

証言もあり，DUCAMZの地盤沈下につな

がっていることが推測された。

とはいえ，統計を見るかぎり，UAEはリー

紹介した3WM 社以外にも，北海道の中古部品販

売会社である石上車輌もシャルジャへ合弁企業と

して進出している（2010年２月17日付け日刊自

動車新聞）。
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マン・ショック以降の不況下においても一定

数の貿易高を維持している。その理由がどこ

にあるのか，一言では説明できないが，我々

は輸出相手国の選択肢の多さにその答えがあ

ると考えている。UAEはその地の利を生か

して，中継貿易のノウハウを長年蓄積してき

た。商品買い付けのため，先進国へ容易に渡

航できない低所得国の業者にとって，UAE

は手頃な価格の商品を近場で入手できる場と

して機能している。南アフリカに新たな中継

貿易市場が形成されたり，ケニアが直接貿易

を促進するような規制を導入したり，トルク

メニスタンが輸入規制を強化したりすること

によって，それぞれ流れは鈍化するが，同時

に別の選択肢が次々と登場するという状況が

続いている。DUCAMZに残った業者も，今は

我慢の時と考えていて，パキスタン人同胞を

利用して新たな市場を開拓したり，左ハンド

ル市場へ参入してDirect Tradeを増やした

り，DUCAMZ内部での業販に力を入れ始め

たりと，さまざまな生き残り戦略を取りつつ，

次の商機に備えている。

ケニアについては，東アフリカの入り口と

して，存在感を示している。1990年代半ばの

経済自由化以降，日本からの中古車輸入の流

れ は あった が，そ の 多 く が U A E の

DUCAMZを経由したものであった。ところ

が2006年頃の原産地証明の義務化と移民政

策緩和を受けて，パキスタン人をはじめとす

る外国人業者がケニア国内の市場に参入する

と，モンバサ港は東アフリカ域内の中古車貿

易市場として台頭してきた。日本からの直接

輸入が増えて，不況でだぶついた商品車も多

数入ってきているのが現状である。モンバサ

では，アフリカ系・インド系・アラブ系のケ

ニア人が中古車や中古部品のディーラーと

なっているが，特に中古車に関しては，外国

人であるパキスタン人が輸入・販売業務を

行っており，卸売りブローカーとしての側面

も有している。ケニアでも緩やかな民族別の

役割分担が見られることが明らかになった。

このパキスタン人業者の新規参入の動きもま

た，生き残り戦略の一つである。

加えて重要なのは，ケニアに輸入された中

古車が，ケニア国内で消費される他，近隣の

内陸国にも再・再輸出される点である。これ

までUAEを中継貿易拠点と捉えてきたが，

実際にはその先にも国境を越えた中古車の流

れが続いており，日本を起点とする中古車再

輸出システムの終点はいまだに見えていな

い。ケニアやその先の輸出先で廃車となった

後の処理状況についても，今回の調査では明

らかにできなかったため，今後の課題として

残る。

パキスタンについては，1970年末以降の中

古車貿易規制との闘いが再開した。中古車販

売組合は，政府を相手取り輸入規制を緩和す

るよう長年に渡って交渉を続けてきた。2005

年調査時点は，まさにその念願が叶ったごく

わずかな期間の最中であり，市場も活況を呈

していた。しかしながら，新車業界の圧力を

受けて規制は徐々に元に戻り，2008年には規

制緩和も終わった。中古車輸入業者は，元通

り国内での中古車取引にシフトした。さらに

追い打ちとなったリーマン・ショック以降は，

多数の業者が別の国へと移動した。2010年現

在，カラチの中古車市場は規制緩和以前の状

態に落ち込んでいる。残っている業者はここ

でも，今は我慢の時と考えていて，次の商機

に備えている。
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付け加えて重要なのは，パキスタン国内で

は中古車業界における民族別の棲み分けが

はっきりと見えない点である。中古車販売組

合は，民族別の棲み分けはないと断言してい

た。また，運転手という職業にパシュトゥー

ン人が多いことまでは確認できたが，それが

中古部品の取引につながるとまでは言えな

い。シャルジャのインダストリアル・エリア

でコンテナ詰めされた中古部品がどこに向

かっているのか，その先でどのように利用さ

れ，最終的には廃棄物としてどのように処分

されるのか，再輸出システムの終点はここで

も見えなかった。

今回の調査で設定したテーマに対し，いく

つかの課題は残るものの，日本を起点とする

中古車再輸出システムについては，その概要

を示すことは出来たのではないかと考えてい

る。以上をもって本稿のまとめにかえる。

本稿の作成に当たっては，外川健一氏（熊

本大学），阿部新氏（山口大学），平岩幸弘氏

（一橋大学），胡 寒氏（千葉大学大学院）よ

り有益なコメントや資料をいただいた。また，

川田侑佳氏（千葉大学大学院）にはデータを

作成していただいた。記して感謝申し上げた

い。
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